別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　　項：商工費　　　目：工鉱業振興費
	事業名:国内販路開拓促進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
商工労働部　モノづくり振興課　地場産業担当　電話番号：058-272-1111（内3094）

E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：900千円（前年度予算額：900千円）
	事業内容


	１　事業の内容


長引く景気低迷や消費者嗜好の多様化などに伴う国内市場の縮小、従来からの流通体系の激変、製造現場の海外シフトなど、地場産業（繊維・アパレル、陶磁器、刃物、紙、木工など）を取り巻く環境が厳しさを増すなか、地場産業産地・企業のビジネスモデル改革を促す。
＜事業内容＞
①産地・業種別ビジネスモデル改革支援の強化
a)産地（地場産業）活性化のための懇談会の開催
・繊維・アパレル、陶磁器、刃物、紙、木工など地場産業の各産地を対象に、次世代を担う経営者等を集め、意見交換、新市場開拓・新商品開発の成功事例発表等を行うことにより、企業の意識改革を促進させ、産地の活性化を図る。
b)産地・業種別による研修会・勉強会の開催
・各産地の経営者、商品開発担当者、製造現場の中核人材等を対象に、商品開発・販路開拓等に関する研修会や、大学・公設試験場・産業支援機関のスペシャリストを交えた技術連携勉強会を開催する。
　②国内販路開拓活動費

　　　首都圏等において工芸品、衣料、日曜雑貨など高品質な岐阜ブランド製品の販路

開拓に挑戦している中小地場産業者を支援するため、訪問や招へいなどにより百貨

店、商社、小売店等のバイヤーとのマッチング支援を行う。
	２　所要経費


①産地・業種別ビジネスモデル改革支援の強化（500千円）
[内容]　産地活性化懇談及び研修会・勉強会の開催経費
５産地×１回
[内訳]　講師謝金、講師旅費、会場代　等
　②国内販路開拓活動費(400千円)

　　　　[内容] 企業訪問等に係る経費

　　　　[内訳]業務旅費等

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

・国内の販路開拓を支援する

	２　これまでの取組状況


○産地・業種別ビジネスモデル改革支援の強化

■「美濃焼産地活性化懇談会」の開催（H22.3.16、7.5、7.29、9.1）
地元商工会議所等との共催により、美濃焼産地の若手を中心に集めて事例紹介や意見交換を実施。商工労働部長が座長として参加。
■「飛騨木工家具産地活性化懇談会」の開催（H22.9.28）
飛騨木工連合会の主要組合員企業５社から若手の職人、営業担当者などを集め、知事と意見交換を実施
■「美濃和紙産地活性化懇談会」の開催（H23.1.19）
　　美濃和紙業界から若手手すき和紙職人、関連企業経営者などを集め、改革・発展に向けた地元の主体的な取り組みの促進と、若手職人、経営者のモチベーションの喚起を目的に意見交換会を実施。商工労働部長が参加。
■「アパレル産地活性化ワークショップ」の開催（H23.5.20、21、6.4、18、7.2）
岐阜ファッション産業連合会、岐阜婦人子供服協同組合との共催により、楽天大学学長を講師に招き、岐阜アパレル産地の経営者などを対象に、ネットショップ運営の知見をベースにした、消費者が求める商品づくりや売り方のセミナーを実施。
■「陶磁器産地活性化セミナー」（H23.7.19）
地元陶磁器関連企業の若手経営者を対象に、ヨーロッパにおける陶磁器の販路拡大のための情報提供、今後の連携について意見交換を実施。
■今後、「美濃和紙産地活性化懇談会」を実施予定。（H24.1月：予定）
	３　これまでの取組に対する評価


・　陶磁器、刃物、木工、紙、アパレルなどの本県の地場産業は、伝統的な技術を礎に大量生産型によるビジネスモデルで発展し、１９８０～９０年代にピークを迎えた。

当時、各地場企業は大手メーカーのＯＥＭ生産や中間流通業者である商社などの注文を受けて「いい製品をつくる」ことのみに注力していればよい時代であった。

しかし近年の消費者ニーズの多様化、低価格な海外製品の台頭、流通・販売ルート変化などの影響により受注額出荷額は年々減少し、いずれの業界も企業の淘汰が進む厳しい状況を迎えている。
・　一部の企業では、海外製には負けない高い技術水準を維持しつつ、消費者ニーズをとらえた高付加価値かつ多品種少量生産型のビジネスモデルへ転換するなど、生き残りをかけた取組をすでに始めているところもある。

また流通・販売ルートの変化に伴い、かつては商社や問屋を通じて知り得た消費者ニーズを、メーカーが自ら把握して商品開発に活かすとともに、中間流通段階で利益を抜かれないよう自ら販売していかなければならない時代になってきた。
すなわち、これまでどおり製品を「作る」だけでなく、直接市場へ「売る」力を付けていくことが、中小製造業者の生き残りのための課題となっている。
・　こうした状況のなか、地場産業のビジネスモデル改革及び中小製造業者の国内販路開拓に対する支援は産業政策上重要であり、今後も重点的に産地・業種別の支援を行う必要がある。
＜各取組の評価＞
○産地・業種別ビジネスモデル改革支援の強化

・平成２３年５～７月に実施した「アパレル産地活性化ワークショップ」では、自社や自社製品の強みを理解して、「いかに売れる商品をつくり、売っていくか」の基本的な考え方を学ぶことができ、受講者からも大変好評であった。

・平成２３年７月に実施した「陶磁器産地活性化懇談会」では、ヨーロッパへの販路拡大という具体的なテーマに基づき、海外への販路拡大手法について深く掘り下げた議論ができ、参加者からは大変好評であった。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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